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「政策形成過程の機能不全」の一断面 として 一












内閣法制局は,各 省庁が起草す る法案,政 令案や条約案が憲法をはじ
めとする既存の法体系に反 しないかを審査する内閣の一機関である。い
かなる法案や政策 もここの了解なしには閣議に持ち出せない。本来,内







は じ め に(1)
国民の信任を得た代表者が有権者の意思を正確に政策として実現していく。
これが民主的政策形成の理想的なあり方 とすれば,そ の機能不全とは,代 表
者の政策目標がなんらかの制度的障害によって,十 分達成 されていない状況
を指すといえようqそ して,ほ とん どの政策は法律の形式をとることによっ
て,は じめてその実現が担保される。いかに立派なマニフェス トであっても,




議院内閣制をとるわが国において,成 立する法案の多 くは各省庁が立案 し
閣議決定を経て国会に提出される内閣提出法案である(3)。これらの法案は閣
議決定に至る前に,憲 法以下,既 存の法体系 と合致 しているかどうかの審査
に付される。内閣法制局とは,そ の作業を専門に行 う機関である。
たとえば,第156回 通常国会(2003年1月20日 ～7月28日)に 新たに提
出された内閣提出法案121件(う ち成立は118件)は すべて,内 閣法制局が
審査 し 「国会に提出してよいと認める」 と判断 したものである。 この役所は
また,憲 法や法律の解釈を行政府内で確定する役割 も担っている。
内閣制度発足の翌 日にあたる1885年12月23日 に設置された 「由緒ある」
内閣法制局(当 時の名称は 「法制局」)で あるが,そ の定員は現在でもわず
か77名 にすぎない。なかでも,憲 法 ・法律の解釈や法案 などの審査に責任
をもつ 「参事官」 とよばれる職員は,併 任者を除いて26名 である。 同局 は
「黒子」(工 藤敦夫元内閣法制局長官)だ という自覚 もうなずける。
だが一方,内 閣法制局をめぐっては,法 案を起草する官僚たちか らは 「関
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門」 と敬遠 され,政 治家 たちか らは 「お役所 としては ちょっと暦越だと思 う」
(小 沢一郎衆 院議 員/1997年10月13日・衆院予算委員会 での発言)と い わ
れて いる。 さ らに,ジ ャーナ リス トの櫻井 よ しこは この役 所 につ いて,「 国
民の信任 を得 たわけで もない人 た ちが,ど う して国民 の代 表 にNOと いえ
るのか。 法制局の役人 の もつ権 限 こそが,ま さに違憲 なのです」 と憤 るω。
以 下では,内 閣法制局 による法案審査過程 に注 目して,わ が国の政策形成
過程の機能不全の一断面 を検討 してい くことにす る。 とりわけPKO協 力 法
案の審査過程(1991年)を 素 材に して,同 局 が法案 づ く りに及 ぼす 影響 力







所掌事務は 「閣議に附される法律案,政 令案及び条約案を審査 し,こ れに意
見を附し,及 び所要の修正を加えて,内 閣に上申すること」(第3条 第1号),
「法律問題に関 し内閣並びに内閣総理大臣及び各省大臣に対 し意見 を述べ る
ごと」(同 第3号)な どである。
前者は審査事務,後 者は意見事務 とよばれ,こ れ ら二つが内閣法制局の
「中核ともいうべき重要な仕事」である。後者について一言すれば,設 置法
のこの規定を根拠にして,内 閣法制局は憲法や法律の解釈を行政府内で専権
的に行 っている。すなわち,行 政府内での有権解釈権を事実上握 っているの
である。 これについては,た とえば憲法9条 か らわが国の集団的自衛権行使
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政経論叢 第72巻第6号
不可を導 き出 した内閣法制局の見解⑤が,こ んにちかまびすしい政治的議論
をよんでいる(F)。
さて,内 閣提出法案の起案か ら国会提出までの流れは,資 料1の とお りで
ある。正式には,内 閣法制局の法案審査は,閣 議講義 された法案が内閣官房
から内閣法制局へ送付されてか ら(b),は じめられることになっている。
しかし,実 際には各省庁の立案作業中に,そ の担当者が内閣法制局の審査
担当参事官に非公式に法律的意見を打診 して くることが多い。 また各省折衝
で内容が固まったものについては,予 備審査(下 審査)と いう方式で実質的




① 憲法や他の現行の法制 との関係,立 法内容の法的妥当性









b(閣 議誰誰) 与 党
(法案の原案作成)(意 見調整)
諮問 答申 関 係 各 省
審 議 会





④ 用字 ・用語について誤 りはないか
これ らにとどまらず,「 法律的,技 術的にあらゆる角度か ら検討する」 と
いうの。その対象は,法 案の本則の条文はもちろんのこと,法 案の題名,目
次,附 則,さ らには法案に付ける提案理由にまで及ぶ。そこでは,「 又は」
と 「若 しくは」,「並びに」と 「及び」の使い分けまで精査される。内閣法制
局には 「法令整備会議」が設けられ,言 葉づかいのルールに常に気を配 って
いる。
その結果,「極端な場合には題名と附則という字だけ残 ったというような例
もあるくらい,実 に詳細に検討いたしまして,法 案としての完ぺきを期 してお





現在の参事官でいえば,ほ ぼ80年 代前半の入省で,20年 ちかい行政経験を
積んだ者が出向 してきている。
ただ,「 かなりの法律的な素養がある方 に来ていただいている」(津野修前
内閣法制局長官/2003年5月15日 ・衆院憲法調査会統治機構のあ り方 に関
する調査小委員会での発言)と いって も,最 初は法案審査については素人同
然である。そのため,参 事官としての任期は基本的に5年 間となっており,
通常の2年 程度というキ ャリア組の異動のサイクルからすれば非常に長い。









討議を何度 も繰 り返す形で進められる。 このや り方での各段階を読会とよん
でいる。すなわち,「そもそもどうしてこの法律が必要なのか」からはじまっ





.う参事官の問いに,立 案省庁側は十分な説明を行わなければな らない。 「わ
か りきった ことをきいてくる」 との愚痴 も聞かれる。
参事官は他省庁の課長に相当する一方,法 案審査を受ける各省庁からはた
いてい課長補佐クラスが法案の説明にやってくる。ある参事官経験者によれ
ば,「 先輩が来た場合には遠慮が出て しまい,自 由に意見を述べることがで




局に届け,そ れを参事官 らが読会の前に検討,詳 細に添削する。読会はその
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応措置7項 目が発表されてから,約2週 間後の10月5日 には もう同法案が
閣議決定されている。その予備審査記録によれば,同 法案を主管 した内閣官
房は9月25日 から2日 に1回 のペースで,内 閣法制局の指示 に従 い法案を
書き改めたものを作成 し,そ の最終案 は10月2日 午後6時 に確定 してい
る(11)。
一方で,通 常国会には各回次100件 前後の内閣提出法案がかけられる。そ
のため,通 常国会の会期直前から会期中の前半にかけて,つ まり1月 か ら3
月まで,内 閣法制局は 「集中豪雨的に」仕事をこなす ことになる。例年,予

























設 定 され るか らであ る(資 料3)。 それまでに,100件 前 後 の法案 を一 挙 に
審査 しなければな らない。
期 限があるため,深 夜 までや って も間 に合わな けれ ば,徹 夜仕事 とな る。
それゆえ,「 徹夜 の二 日や三 日や って も耐 え られ る」体 力 がな い と,参 事 官
として 「勤 ま りません」 と内閣法制局長官 は真顔 で指摘 す る(聰2)。連 日徹夜 で
き る人 求む とは,過 労死社会ニ ッポ ンの哀 しさをみる思 いがす る。
【審査資料め公開へ】
予備審査の資料は,内 閣法制局で永久保存される。具体的には,立 案省庁
が作成 した原案,各 読会ごとの修正案,そ の修正に当たっての立案省庁の意
見,審 査担当参事官の意見,審 査を行 うに当たって参考 とされた関連資料で
ある。 とりわけ,あ る参事官が膨大な資料を作成 した際には,そ の参事官が












定める手続 きに従って,私 はテロ対策特別措置法案,総 合保養地域整備法案,





緻密さをきわめる審査の結果,内 閣法制局が誇 りとしているのは,同 局の















違憲 とされた第6条 第2項 と第4項 は1963年 に議員立法で追加された もの。
③は議員立法。④は1951年 に農林省によって立案 されたが,立 法府が法案
の発議を行 うべきであるとの当時の趨勢に従って,内 閣が与党に依頼 して形
式的には議員立法 として提案 された。審査 したのは衆議院法制局である。⑯
そ して⑤が施行 されたのは,1948年1月 であった。
すなわち,内 閣法制局(1962年 まで 「法制局」)が 審査 した法律で違憲判
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法制局の審査を経て施行された法律,政 令で 「違憲」のレッテルを貼 られた
のは,わ ずかに3件 ということになる。
これは,す べての法律が議員立法に委ね られ,内 閣法制局のような機関が
設置 されていないアメリカの立法事情と比較するときわめて対照的である。
日本の法律が 「非常にシステマテ ィックで洩れがない」一方,ア メリカでは
「法体系が ぐちゃぐちゃ」でそれゆえ弁護士商売がはやるとい う。 法律間の









す」「内閣法制局 虚像 と実像 ・番外編 大森長官に聞 く」『読売新聞』
1997年10月12日 。
この 「事前規制」の哲学が厳密な法案審査を支えている。「うっかりしま





手続関係2法 案の立法化に従事 した経験をもつ。1988年1月 か ら総務庁長
官官房審議官(行 政管理局担当)を,1990年7月 からは同行政管理局長を
務めていた。
その当時,彼 は審査作業にあたって 「既存立法全体を何 もかも見通 してき
ちんと整理 し,そ の整合性を図ることは,そ もそも無理なことではないのか」
と考え,「 もしも将来不都合なことがあれば,そ の時点で改正すればよいで
はないかと割 り切っていた」 という。 しか し,内 閣法制局の法案審査では
「なかなかそのような安易な考え方は許 してもらえなかった」のである。㈹
茂串俊元内閣法制局長官は 「それが後日問題になって,極 端な場合,裁 判
になって国が負けたということにな りますと,国 政を混乱させる元になりま
すから,そ ういうことがないように,あ らか じめわれわれが法令の立案につ
いても綿密に審査をいた します」 と語る㈹。
これについては,批 判も少な くない。たとえば,「憲法や他の法令と抵触
しないよう安全係数をどんどん高 くし,大 丈夫そ うで もダメと言 っているう
ちに,社 会の実態とずれ,限 界が現れてきている」(飯 尾潤政策研究大学院










した(21)一件がある。1987年2月,内 閣法制局の指導で法案から 「リゾー ト」
'という文言がはずされたのである
。
手元の法案審査資料によれば,提 案側の国土庁,農 水省,通 産省,運 輸省,
建設省,お よび自治省からなる6省 庁が最初に用意 した法案名は,「 リゾー
ト地域整備促進法案」であった。 ところが,内 閣法制局は審査で 「法案名に
カタカナを用いる場合は,少 な くとも小中学生で も意味がわかる言葉でない
と使えない。 リゾー トは,ま だ国民にな じみが足 りない」と述べて,再 考を
求めた。
対する6省 庁側は,「「リゾー ト」 という用語を使用することを希望する理
由」をA4判1枚 にまとめて反論を試みた。 その理由と して,① 広辞苑 で
は第3版 以降は 「リゾー ト」 という項を設 けていること,②1987年1月 の
中曽根康弘首相の施政方針演説でも 「リゾー トゾーンの整備等」と述べてい
ること,③ 新聞の社説,各 県の構想では 「リゾー ト」 という用語は一般的に
用いられていること,④ 「大規模 リゾー ト議員連盟」が活動 しており,国 会




たことがわかる。それで も内閣法制局を説得 しきれず,「 総合的国民保養地
域整備促進法」など6案 が代案として考え出された。最終的には,法 案名は
「総合保養地域整備法」に落 ち着いたのである。そこには,時 代に対応す る
視点が置き去 りにされていないか。
なぜ内閣法制局が 「小中学生で も意味がわかる」 ことにこだわったかとい





「ただいまお尋ねになりま した点は,外 来語を法律の用語 と して使 う場
合にどの程度に慣熟すれば使えるかという基準は何かというお尋ねであっ
たと思いますが,こ れは客観的に明確なる基準はちょっと申し上げに くい








この法案審査を担当部長として決裁 したのは,当 時,第 二部長の任にあっ
た前出の大森政輔である。大森は,「 リゾー ト法にしたい と持ち込まれて,
絶対反対とつぶ したのは,当 時担当部長だった私なのです」㈹ と明言 してい
る。また,別 の回想記事では,「わが国は豊かな表現力を内蔵す る漢字文化
を有しているのだか ら,漢 字で簡潔に表現できないはずはないと,断 固とし
て拒絶 したことが懐かしく思い出されます」(24)と書いている。








代を振 り返 って,「「又ハ」,「若クハ」,あ るいは 「並二」,「及 ヒ」 の使 い分
けや,「及 ビ」か 「及 ヒ」か も知 らなかったのを,「大括弧」と 「小括弧」な
んだというように,い ろいろ教えていただいたものである」(26)と述懐を記 し
た元官僚もいる。
今日でも 「法の審査に通 らなくて大変だ」「法制局でぎ りぎ り絞 られた」
とこぼす官僚の声が紹介 されている。ある省では,審 査担当参事官の心証を
よ くするために,参 事官へのっけ届けの仕方のマニュアルさえ存在 している
という⑳。一方で,官 僚たちの間では 「(内閣法制局は)や っぱ りたい した
もんだ」 との畏敬の念も共有されている。
前出の総合保養地域整備法案の審査記録をみると,原 案では第2条 第6号
が 「交通のための固定施設及び移動施設」となっていたのを,参 事官が 「交











それが結果として,政 策形成過程を機能不全に しているのではないか,と い




「法制局は,本 来,各 省庁の法令案作成にたいして,形 式的な技術的助





よって大 きく修正 させてしまう可能性をふくんでいる」佐藤竺 「司法官僚
と法制官僚」『岩波講座 現代法6』(岩 波書店,1966年)57-58頁 。
(…は中略,以 下同じ)





れば,少 な くとも現時点では法制局は反対するだろう。 しか し逆にいくら
民主的な法案ができても,こ れまでの積み重ねを否定するものであれば,
これ も法制局は反対するであろう。つまり政治力でも乗 り切れない法制局
の独 自の論理がある」五十嵐敬喜 ・小川明雄 『議会』(岩 波新書,1995年)
151-152頁 。
石原信雄元内閣官房副長官の次のような発言 もある。
「選挙法,税 法などの議論の時に,「 これは実態問題 じゃないか。これを
右にするか左にするかはまさに政策の問題で,所 管省庁の判断であるべき










しか し,味 村治元内閣法制局長官は,「法制局の法解釈 によ って各省庁が
政策の実現を断念する場合 もあり得るが,法 解釈では,客 観的立場で理論的




でにこの段階から,内 閣法制局は各省庁に対 してヒアリングを行い,予 定す
る新規立法⑱既存法令 との調整,法 律化の可能性などの検討に入る。
この時点で法律化が断念されることもあろう。その基準とされる 「客観的
かつ理論的に検討 された法解釈」は,次 のように考え られている。









「法律の解釈は,客 観的に一義的に正 しく確定せ ぢるべきものでありま
して,行 政府 が これをみだ りに変更す ることな どは あ り得な い もので ござ
い ます」衆 院予算委 員会 ・1975年2月7日 。(下 線は引用者)'
とはいえ,法 解釈 とは 「客観的に一義的に正 しく確定」できるものであろ
うか。 ちなみに,後 藤田正晴元副総理は著書で 「役人の思 い上が り意識」に
ついてこう述べている。「彼 らは,自 分たちは国益中心で物事を考えている
と信 じ込んでいる。/そ の国益 とは,非 常に主観的なものである。…彼 らは
大衆の批判にさらされていない。/役 所の窓か らしか物事を見ていない」
(/は 改行,以 下同 じ)(3D)。その指摘に通 じるものを感 じる。
いずれにせよ,法 解釈は論理的追究の積み重ねの 「正 しい」結果であるか
ら,「事情が変わったとか政策遂行に都合が悪 くなったとして変更す ること
は基本的に不可能」⑳ ということになる。
たとえば,憲 法9条 が集団的自衛権の行使を禁 じていると読むのは,内 閣
法制局の法解釈の論理的帰結である。それゆえ,時 代の変化や周辺国の脅威






「過去の積み重ねというものがあるから,こ こだけち ょっと変えて もい
いものかどうか,と いうのがあるんですよ。今までの論理 というのは生き













内閣法制局が論理的に確定 した 「正 しい」解釈を示 して,当 事者同士を納得
させる。そのためには,「内閣法制局がいうのな らやむを得ない」 と思わせ
るだけの威信が内閣法制局には欠かせない。









閣法制局(の 見解)な どなにするものぞ,と いった雰囲気というのはこれま
で例がないのでは」との問いかけに対 して,「なかったで しょうね。」 と答え
ている㈹。




集団的安全保障を区別 した上で,自 衛隊が国連軍に参加 しても違憲ではない
と述べた㈹。これに対 して,石 原官房副長官が 「(国連軍参加 に)い まの法
制局は慎重だ」と否定的な見方を示す。すると,加 藤六月政調会長が 「法制





ショだ。 こんなのにはっき合 っていられない」 と怒 りを隠さなかった。(3E)
【髪の毛一本のスキでも】
1991年1月17日,湾 岸危機は湾岸戦争という最悪の事態を迎えた。 これ




当初,防 衛庁などは自衛隊法第100条(訓 練目的の輸送業務委託)と 同法
施行令第121条 によって,派 遣は可能と読めると考えていた。 しかし,安 全
保障会議に出席 していた工藤長官は,こ の読み方には消極的であった。すな
わち,「そこには 「訓練の目的に適合する場合」とある。海外での輸送事業










員会 ・1980年10月ll日 。(下 線は引用者)
これを尊重する限 り,現 行自衛隊法では在外邦人救出のためです ら自衛隊
機を派遣することはできない。 ましてや,避 難民の移送など認められるはず
がなかった。 しかし,同 席していた橋本龍太郎蔵相は工藤長官に 「髪の毛一
本のスキでもいい。なんとか工夫できないか」と迫った。海部俊樹首相 も同
様に促すと,工 藤は 「やってみま しょう」 と応 じたという。㈱
自民党内には内閣法制局に対する不満が再燃 した。西岡武夫総務会長は,
「新聞によると内閣法制局幹部が自衛隊機派遣に首を傾げているようだが,
首を傾げるぐらいならば,首 を切 って しまえばいいんだ。そもそも法制局と
いうものは,内 閣が決めたことに理屈をつければいいんだ。内閣の足を引っ
張るようなことをすべきじゃない。…内閣が決めた政策が法制局によって左
右 され るということがあってはならない。」(1991年1月18日,記 者懇
談)(39)とあからさまに感情を吐露 した。
結局,内 閣法制局が解釈変更なしと強弁できる 「髪の毛一本のスキ」は,
自衛隊法第100条 の5に 見出された。同条は 「長官は,国 の機関から依頼が
あった場合には,… 航空機による国賓,内 閣総理大臣その他政令で定める者…
の輸送 を行 うことができる」(下 線は引用者)と 規定 していた。 特例政令
(「湾岸危機に伴う避難民の輸送に関する暫定措置に関する政令」)を つ くっ
て,避 難民をこの 「その他政令で定める者」に含めたのである。
さかのぼって,198E年 の自衛隊法に第100条 の5が 追加 される際の国会
質疑では,「 その他政令で定める者」の解釈が問われたげ大森政輔内閣法制
局第二部長は 「「国賓,内 閣総理大臣」 という例示,列 挙が ございます。 し
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たがい まして,こ の例示,列 挙 された もの とおよそかけ離 れた ものは予定 し
てない とい う場合 にこのような表現を使 うわけで ございます。」(参 院内閣委
員会 ・1986年12月4日)と 応 じてい る。
当然,特 例政令を め ぐる国会質疑で は,避 難民 は 「国賓,内 閣総理大 臣」
と条 文 に代表列挙 され た もの とはか け離れ ているのではないか と野党議員 は
追及 した。 これ に対 して,工 藤長官 は1991年2月4日 の衆院予算委員会 で,
次のよ うに述べ た。
「この百条 の五 とい うのは,実 は 「国賓,内 閣総理大 臣そ の他 政令 で定
め る者 」 と書 いて ございます。 この 「国賓,内 閣総理大 臣」 とい ういわゆ
る代表列挙 した もの,こ れ は決 してVIP,い わゆ るVIPと い ったよ うな
高位高官を念頭 に置 いたということでは必ず しもないわけでございま して,
む しろその者の置 かれた状況 な り,国 と しての輸送 の必要性 な り,こ うい
うものか ら規定 される ところで ございま して,そ うい う観 点か ら,い わゆ
る今回の避難民,こ れを臨時応急の もの として政令 で指定 してい く,か よ
うな ことは決 して外 れた もので はない,か よ うに考 えてお ります。」
(下線は引用者)
汲 々と見解の食 い違 いが繕 われ,自 衛 隊機海 外 派遣 の制度 が設 定 され た











のレールの上に置 く」㈹ ことにほかならない。のちに,津 野修内閣法制次長
は 「政府が政策として国際貢献を積極的にやろうとする時,法 制局も当然前
向きに対応する。 ただ,憲 法や法律の規定,確 立 した解釈の範囲内で考える
のは当然だ」(42)と述べている。
だが,い かにそれが困難であることか。「やってみましょう」 と答えた工
藤は,そ の後つ じつま合わせに苦 しい国会答弁を余儀なくされた。その際,




「内閣の一員」たることを 「政治」か ら強 く要請されるとき,厳 密な法律
解釈を誇 りとする内閣法制局は大きくたじろぐ。時の政権を補佐するために,
きわどい作業を強いられることが避けられない㈹。それは,ペ ルシャ湾への
掃海艇派遣が強行され,PKO協 力法案が提出されてい く過程にも示 されて
いる。
そこで次に,内 閣法制局の従来の憲法解釈でも違憲の疑 いが強いPKO協
力法案が,ど のようにして 「憲法や法律の規定,確 立 した解釈の範囲内」に
収め られようとしたか。 これを,法 案審査記録に基づき明 らかにしたい。










③ 法律案審議録(そ の1)B4判 一162枚
④ 法律案審議録(そ の2)B4判 一188枚
⑤ 法律案審議録(そ の3)B4判 一109枚
ただ し,法 律案審議録(そ の2)の 不開示部分3箇 所6頁 が黒塗り。
資料4に 示 したとおり,内 閣官房がPKO協 力法案の基本案を関係省庁に
提示 したのが1991年6月27日,そ れが自民党に提示 されたのは8月1日 で
ある。 しかし,法 案の細部は詰まっておらず,臨 時国会召集日に法案提出は
間に合わなかった。
法律案審議録は8月16日 と日付が入ったものか らはじまっている。 この
日以降,ほ ぼ連 日,休 日もときには返上 して内閣官房と内閣法制局との間で
文書のやりとりが行われている。おおよそ全条文が内閣官房か ら示されたの
は,11回 を数える。その間に,個 別の条文について頻繁に照会 が繰 り返さ
れている。資料2に 示 したように,内 閣官房が準備 した原案に,内 閣法制局
が手書 きで添削するという形で法案審査は進め られた。私は便宜上,資 料5'
のようにそれらに番号を付し整理 した。以下,出 て くる 「○案」などの番号
はそれに基づ く。
内閣法制局の幹部による事実上の決裁がすみ,予 備審査が終わって法案条
文が確定 したのは,9月17日 である(「11案 」)。翌18日,正 式に内閣官房
から内閣法制局に法案が送付され,同 日のうちに本審査を終え,長 官の 「太





































第ll9回 臨時国会(「 中東国会」)召 集
国連平和協力法案,衆 院提出































日 時 の 表 示 仮 称 関 連 条 文
8月16日(金)10;50 【1案 】 全条文
8月19日(月) 【1案 の2】 第12条
8月23日(金) 【1案 の3】 第12条
8月23日(金)後 半 【1案 の4】 第13条 ～24条,第32条 ～34条
8月23日(金) 【1案 の5】 「打開のための試案」
8月26日(月) 【1案 の6】 第7条,第12条,附 則
8月27日(火) 【1案 の7】 第7条,第8条,第13条
8月28日(水)11:00 【2案 】 全条文
8月31日(土) 【2案 の2】 第7条,第13条
9月2日(月)15:30 【2案 の3】 第4条 ～12条,第28条,第29条
9月4日(水)4:30 【3案 】 第1条 ～24条;後 略
9月5日(木) 【3案 の2】 第12条
9月5日(木)11=00 【3案 の3】 第3条,第6条,第7条
9月8日(日)14:30 【4案 】 全条文
9月9日(月) 【4案 の2】 第21条 ～23条
9月10日(火)夜 【4案 の3】 第21条 ～23条
9月10日(火) 【4案 の4】 「国会に対する報告」の条文
9月10日(火)夕6:40 【4案 の5】 第17条 ～21条
9月11日(水)4:30 【5案 】 全条文→部長説明
9月11日(水)夕 【5案 の2】 第22条 ～24条
9月12日(木)8=00 【6案 】 第1条 ～25条;後 略
→長官以下に事前配布
9月12日(木)夜7時 半 ころ 【6案 の2】 第6条 ～8条
9月13日(金)朝9時 【6案 の3】 第21条 ～27条
9月12日(木)8=00 【7案 】 全条文
9月13日(金)13:00改 訂
9月12日(木)8:00 【8案 】 全条文
9月13日(金)16:00改 訂
9月14日(土) 【8案 の2】 新 第9条2〔 手 書 き〕
9月14日(土) 【8案 の3】 第4条 第2項 第3号(追 加 条 文),
第7号
9月14日(土) 【8案 の4】 第7条
9月14日(土)夜 【8案 の5】 第7条
9月16日(月 ・振替休 日) 【8案 の6】 第6条,第23条 第2項 ～24条
9月16日(月 ・振替休 日)4:15頃【8案 の7】 第22条 ～24条
9月16日(月 ・振替休 日) 【8案 の8】 第6条4項 〔手 書 き 〕
9月15日(日)1:00改 訂 【9案 】 第1条 ～24条
9月16日(月 ・振 替休 日)15;27 【9案 の2】 第22条 ～24条
9月16日(月 ・振替休 日)夕5:35【9案 の3】 第6条4項
9月17日(火)9:00改 訂 【10案 】 全条文
9月17日(火) 【11案 】 全条文
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正 と区別 して 「職権修正」という。内閣法制局がいかに 「完ぺきさ」を妥協
することな く追求 しているかを,伺 い知ることができる。
翌19日 に事務次官等会議,そ して同日,臨 時閣議が開かれ,「 国際連合平
和維持活動等に対する協力に関する法律(案)」 が閣議決定された。
【審査担当参事官は宮崎礼豊】
ところで,内 閣法制局の機構は資料6の とお りである。意見事務は第一部
で,審 査事務は第二部から第四部(た だ し,司 法制度改革関係の法案 。政令
案の審査は第一部内の司法制度改革法制室)で 行われている。それ らは審査
部とよばれ,資 料7の ように担当する法案を省庁 ごとに部別分担 している。
これは当然,2001年 の省庁再編の前では異な り,PKO協 力法案審査時には
資料8に 示 した部別分担となっていた。
PKO協 力法案を起草 したのは,内 閣官房内閣外政審議室に置かれた 「国
際平和協力の法体制整備準備室」であることから,同 法案の審査は第二部が
担当 した。開示された文書によれば,審 査担当参事官は宮崎礼堂(1945年5
月13日 生,1968年 東大法卒,同 年司法修習生)で ある。 宮崎は1987年9
月21日 付で東京地方検察庁検事のまま,内 閣法制局参事官を併任 した(46)。
法務省における履歴の上では,1992年4月1日 付 で東京高等検察庁検事に
配置換 となっている。1993年7月30日 には,第 二部参事官の併任を解除 さ
れ,内 閣法制局総務主幹および第一部参事官の併任を命ぜ られる。
この総務主幹 というポス トは幹部への登竜門ポス トであり㈹,内 閣法制局
の歴代長官はみなこのポス トを経て部長,次 長,そ して長官へと昇進 してい
る。宮崎も1996年1月16日 付で第二部長を併任。法務省における履歴の上









第 二 部 ・ 部 長 参事官
第 三 部 ・ 部 長 参事官
第 四 部 ・ 部 長 参事:官
長官一 … 幹モlll
出典:内 閣 法 制 局 の ホ ー ム ペ ー ジ(http=〃www.clb.gojp/)「内 閣 法 制 局 に つ い て 」
(資料7)省 庁再編後の内閣法制局の審査部における部別分担
第二部……内閣(内 閣府を除く),内 閣府(金 融庁を除 く),法 務省,文 部科学省
又は国土交通省関係
第三部…∵・金融庁,総 務省(公 正取引委員会及び公害等調整委員会を除 く),外
務省若しくは財務省又は会計検査院関係・
第四部……公正取引委員会,公 害等調整委員会,厚 生労働省,農 林水産省,経 済
産業省又は環境省関係
出典:拙 著 『立法の中枢 知 られざ る官庁 ・新内閣法制局』(五 月書房,2002年)130頁 。
(資料8)省 庁再編前の内閣法制局の審査部における部別分担
第二部……内閣,総 理府(公 正取引委員会,公 害等調整委員会,環 境庁及び金融
監督庁を除 く),法 務省,文 部省,運 輸省又は建設省関係
第三部……金融監督庁,外 務省,大 蔵省,郵 政省若 しくは自治省又は会計検査院
関係
第四部……公正取引委員会,公 害等調整委員会,環 境庁,厚 生省,農 林水産省,
通商産業省又は労働省関係




それゆえ,次 の次の内閣法制局長官は宮崎に確定 している。そして,現 在
の長官である秋山牧は宮崎が第二部参事官当時,第 二部長を務めていた。宮
崎が審査 したPKO協 力法案を最初に決裁 した幹部が秋山という関係になる。
一方,開 示 された文書は,PKO協 力法案の審査のために内閣法制局 と交
渉した人物が吉沢裕(1951年2月14日 生,1974年 東大法卒,同 年外務省入
省)で あることを明 らかに してい る。吉沢は国連局人権難民課長の まま
1991年7月25日 に,内 閣審議官(内 閣官房内閣外政審議室)を 併任す る。




内閣官房が提出した法案原案 に対 して,内 閣法制局は事細かに意見を付 し
ている。一例として,こ の法案に登場する用語を定義 した第3条 のうち第3
号を取 り上げる。8月16日 付 「1案」の第3条 第3号 として 「平和維持活動
協力業務」を定めたもののうち,イ 「国際連合平和維持活動として実施され
る業務で次に掲げるもの」の(1)の 原文は以下のとおりであった。
敵対行為の停止の監視,兵 力の引離 し若 しくは撤退に関する紛争当事者
間の合意の遵守の監視,緩 衝地帯における駐留若 しくは緩衝地帯の保全又
は武器等の流入防止のための監視
これに対 して,「 敵対行為」 には 「?」 が付け られ,ジ ュネー ブ条約 で は
「hostileAction」 だ と書かれて いる。「撤退」 には 「何 の?」 とい う意 見で
ある。確か に,「 撤退」 の主語が不明確 である。「合意の遵守の監視」 につ い
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ては,「 ことが ら不特定!目 的がかいてあるだけ」「監視が多義的であると思
いますが一」 とメモされている。さらに 「緩衝地帯における駐留」の 「駐留」
に 「監視 と差が?」,「 保全」に 「大きすぎでは?」,「 武器等の流入防止 のた
めの監視」の 「監視」には 「何の?」 と記 されている。






と変えられた。「1案」にあった 「兵力の引き離 し」が 「2案」では削除 され





が 「平和維持活動協力業務」か ら 「国際平和協力業務」に変更 された。
ところが,こ の上の余白部分に 「8/31」と日付のある内閣法制局の書 き込
みが施されている(資 料2)。 すなわち,
次のようにセイりする。(1)「…に関する紛争当事者間の合意の遵守の監
視」は一号の定ギに移す(2)下 記イは,担 当地域の情勢の視察,巡 回及
び国連代表へのその結果の報告並びに国連代表の決定の宣伝…という風に
手段で書 く。→監視,査 察,巡 回,調 査,立 会,確 認
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その上の余白には 「いいのかも…」 と感想が走 り書 きされている。他の箇
所には 「ひどいよ」「インチキ」 といったあけすけな印象 もメモされている。
これ以降も文言の訂正はあるものの,こ の項 目立て自体は変わることはな
かった。 これらは平和維持軍(PKF)本 体業務への参加 を規定 した条項で
あり,周 知のとおり,公 明党の市川雄一書記長が 「国民の十分な理解を得る
時間を置いたらどうか。…理解の時間をいただ くために,PKFの 部分につ
いて今申し上 げたような凍結をされたらどうか」(衆 院予算委員会 ・1992年
2月4日)と 提案 した対象条項の原型をなしている。
(2)「 武力行使」をいか に回避す るか
【PKF参 加を肯定】





る」 ことを繰 り返 し表明していた。 武装 した自衛隊の 「海外」(最 終 の
「11案」で,「外国」 という表記は1か 所を除きすべて 「海外」 に改 められ





「いわゆる 「国連軍」は,個 々の事例によりその目的 ・任務が異なるの
で,そ れへの参加の可否を一律に論ずることはできないが,当 該 「国連軍」
の目的 ・任務が武力行使を伴うものであれば,自 衛隊がこれに参加するこ






案の審議に際しては,そ の任務 ・目的に武力行使を伴 うことが多いので,
「平和維持軍的な ものに対 しては参加することが困難な場合が多 いのではな
かろうか」(衆 院国際連合平和協力に関する特別委員会 。1990年11月6日)
とPKF参 加には消極的であった。 ところが,湾 岸戦争が勃発 し,PKO協
力法案の原案が固まりつつあった1991年8月 になると,工 藤長官は平和維
持軍への参加の可能性をむしろ積極的に探っている。
「その目的 ・任務が武力行使を伴 うような平和維持軍への参加であ りま
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して も,我 が国 と して まずみずか ら武力行使を しない,そ れか ら,か つ当
該平和維持軍 の行 う武 力行 使 と一体化す る,こ ういうことがないのであ り
ます れば,我 が国が武 力行 使をす るとい うただい まの ような評価 を受 け る
ことはない,こ ういうことで ございます。」 衆院予算委員会 ・1991年8月
22日 。
新聞各紙はこの答弁を,「 新見解」㈹ 「平和維持軍参加 「合憲」の政府見解」
「湾岸危機ぼっ発以来の憲法の拡大解釈が,ま た積み重ねられた」(50)などと
報 じた。前記の 「目的 ・任務が武力行使を伴 うものであれば参加は憲法上許
されない」(1980年 政府答弁書)と 比べれば,見 解の転換は明らかであろう。
しか し,両 者の整合性をはかるため,PKO協 力法案の閣議決定後,坂 本三
十次官房長官は 「談話」として,先 の政府答弁書を 「なんらの前提を設ける
ことな く参加する一般的な場合についての解釈を示 したもので,特 に前提を
設けて参加する場合について言及 したものではない」 と説明 した(51;。
すなわち,過 去の見解は前提を設けない一般論を述べたにすぎないとし,
状況追随的に 「必ず しも…ない」といい繕って,解 釈を拡大する。 自衛隊機
派遣時と同 じ論法である。
確かに,1990年11月6日 の答弁は 「困難 な場合が多い」 としてあり,
「不可能」とはいっていない。それゆえ,解 釈の整合性 は保たれよう。の ち
の国会審議でも,海 部首相は 「PKF参 加は難 しい」 との従来の政府見解 と








では,「武器使用」 と 「武力行使」はどう違 うのか。自衛隊法には 「武力
行使」(第88条)と 並んで,「武器使用」 という言葉 も使用されている(第
89条 第2項 など)。そして,両 者の相違についても過去の答弁に準拠するこ
とになった。かつて,真 田秀夫内閣法制局長官は,次 のような見解を示 して
いた。








てお ります。」衆院予算委員会 ・1978年10月3日 。
ここから 「武力の行使」が禁 じられても 「武器の使用」は可能という解釈
が導き出された。問題は 「武器の使用」をいかに法案に表現するかである。
【「武器使用」を明記】
8月16日 「1案」では,「(武 器の使用)第25条 」 とあるだけで,条 文部
分は空白になっている。関係部署間で調整揮まだついていないことが容易に
わかる。
前出のPKF参 加の基本方針5項 目では,「 武器の使用は要員の生命等の
防護のために必要な最小限のものに限る」とされていた。 この 「生命等」の
「等」に含まれるものとして,防 衛庁は自衛隊法第95条 を準用 して武器庫や
食糧を想定 していた。「それなしには生命が危ぶまれるもの」 を読 もうとし
292 .(1044)
内閣法制局による法案審査過程










「前条の規定」 とは 「第3条 第3号 イに規定する国際平和協力業務」 であ
り,「第3条 第3号 イ」 とは前項で述べたPKFへ の参加を指す。 ただ,こ
の書き方だと,貸 与された 「小型武器」が,必 ず しも使用することができる
武器を意味することにはならない。貸与されていない 「大型武器」であって
も使用可能とみなされて しまう。この点は9月4日 付 「3案」で修正される。
また,下 線部の表現は,治 安出動時の武器使用を定めた自衛隊法第90条
などの表現をそのまま用いている。
9月2日 付 「2案の3」 では第2項 が加え られる。
2第8条 第5項 の規定に従い国際連合平和維持活動 として実施 され る
国際平和協力業務に従事するため,国 際連合平和維持活動が行われる外国






第8条 第5項 では 「防衛庁長官は,本 部長から前項の規定による要請があっ
た場合には,自 衛隊の任務遂行に支障を生 じない限度において,実 施計画及
び実施要領に従い,前 項の国際平和業務に部隊等を従事させるものとする。」
となっている。そして,本 部長 とは首相 を,「 前項の国際平和業務」 とは
PKF本 体業務への参加を指 している。
すなわち,こ れによってPKF参 加が自衛隊の任務 とされ,そ の際の 自衛
隊の武器使用が明記されたのである。 これは,自 衛隊員がPKF本 体業務 に
参加する場合,「 小型武器」では対処 しえない事態が前提 とな っていること
を意味 している。事実,前 述のPKF凍 結 が解除 されたのちの2002年 の東
ティモールへの派遣では,機 関銃10丁 が持ち込まれ,さ らに輸送艦の護衛
を目的に,そ れまで周辺国に配慮 して派遣 しなかった戦闘艦艇(護 衛艦)が,
初めて投入された。
【武器使 用の面的限定 ・その1】
さて,9月4日 付 「3案」 では,
(武器の使用)











武器の使用が条文上で明 らかになった。また,「 に従事 している者」 の箇所
に 「近 くで?」 とコメン トが付き,武 力行使につながらないよう武器使用の






当の理 由がある場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要 と判断される限度
で当該小型武器を使用することができる。
と変え られた。第2項 につ いて も 「自己又 は 自己が国際平 和協力業 務 に従事
して いる現場 において 当該業務 に現 に従事 している他 の 自衛官」 とi長記 が統
一 された。 また,「 防護」 とい う言葉 は,9月9日 付 「4案 の2」 で は 「維持」
に,9月10日 付 「4案 の3」 では 「防衛」 に改め られて いる。
【武器使用の条件的限定】
武器使用の面的限定に加え,そ れを条件的にも極力限定しようという案文








場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要 と判断される限度で,当 該小型武
器を使用することができる。
となる。「4案」に比べて,「 当該業務」 を 「国際平和協力業務」,「者」 を









じ合理的に必要 と判断され る限度で,当 該小型武器を使用することができ
る。
すなわち,「5案 」では 「自己」が国際平和協力業務に従事 していない場
合,そ の付近にいる他の隊員 は守れないことになる。そこで 「6案」では,





事する他の隊員」との箇所に 「判断を強いるのは酷」 と,部 長の意見が付 さ
れている。「他の隊員」が 「国際平和協力業務に従事」 してい るか どうかを
基準にして,武 器使用の可否を判断するのは困難だという意味であろう。ま






第24条 前条の規定により小型武器の貸与を受け,派 遣先国 において
国際平和協力業務に従事する隊員は,自 己又は自己の所在する現場にある
他の隊員の生命又は身体を防衛するためやむを得ない必要があると認める
相当の理由がある場合には,そ の事態に応 じ合理的に必要 と判断される限
度で,当 該小型武器を使用することができる。




第24条 前条第1項 の規定により小型武器の貸与を受 け,派 遣先国に
おいて国際平和協力業務 に従事する隊員は,自 己又は自己と共に現場に所
在する他の隊員の生命又は身体を防衛するためやむを得ない必要があると










周知のとお り,1998年6月 のPKO協 力法改正で,武 器使用は個人判断か
ら上官の命令で行えるように改められた。変更の理由について,橋 本首相は
「派遣の経験のなかった当時の判断としてはやむ得ないものだった」(衆 院本
会議 ・1998年4月30日)と 説明 した。
さらに,テ ロ対策特別措置法での武器使用の規定(第12条)に 合わせて,
2001年12月 のPKO協 力法改正で,同 法第24条 は 「自己又は自己と共に現
場に所在する他の隊員若 しくはその職務を行 うに伴い自己の管理の下に入っ
た者」と変わり,武 器使用の面的範囲が拡大された。
【任務遂行 の妨 害排 除のための武 器使 用】
開示 された文書 には,PKO協 力法案 の法案審議記 録 の ほか に,1991年6
月 に外務省 がまとめた 「国連平和維持活動 の概要」 とい う資料 も含 まれてい
た。 これ には1948年6月 に設立 された 「国連休戦監 視機構(UNTSO)」 か
ら1991年4月 の 「国連 イラ ク ・ク ウェイ ト監 視 団(UNIKOM)」 ま で,20
の函連PKO活 動 のあ らま しが記載 され ている。
それ らに規定 されたPKFの 武器 使用の原則は,た とえ ば以 下 の とお りで
あ った(国 連 レバ ノ ン暫定軍UNIFIL;1978年3月19日～現在)。









在)」 の派遣に際して,「兵員が武器使用を許される例」 として,「 指揮官 の
命令に基づ く兵員の任務遂行を実力により阻止 しようとする企ての場合」が
掲げられていた。すなわち,国 連PKOの 認識では,要 員の生命防護 ととも
にPKFの 任務遂行の妨害排除のためにも,武 器使用は可能とされていた。
一方,工 藤長官は前述のとおり,PKF参 加の条件として 「武器の使用 は,
我が国部隊の要員の生命等の防護,こ ういうものに必要な最小限の ものに限
られる」(衆 院予算委員会 ・1991年8月22日)と 国会答弁 を行 っていた。






その キーワー ドとなる 「指 図」 とい う用語 が法律案審議録 に登場するのは,














日明確に答弁 させていただきました。そ して今御指摘の点,つ まり国際連
合の権限の内容 というのが,ま さに私 どもこの法案で規定 してお ります
「指図」 というのに該当するわけでございます。/さ らに補足させていた
だきますと,こ の国際連合の持 っております今申しましたオペ レーション
を行 う権限というのは,上 下関係あるいは命令服従のそういったいわゆる
指揮監督,国 内行政組織法上の指揮監督,そ ういう概念には合致 しないと
い うこと も申 し上 げま した。 そ うい う意 味で,混 乱 を避 けるた めに,こ の
法案 では国連の指揮 を 「指 図」 と呼 んでいるということを申 し上げました。」
衆 院国際平和協力等 に関す る特別委員会 ・1991年11月19日 。
また,「異ならない内容の実施要領を作成するものとする。」という書き方
は法律文 としてすわ りが悪い印象を与 える。 ちなみに,総 務省行政管理局
がウェブ上に提供 している 「法令データ提供システム」で,現 在通用してい
る全法令のなかで 「異な らない」 という文言を検索すると,わ ずか7件 しか
ヒットしない。その後,こ の条文には しばらく手が加えられないが,9月12
日付 「6案」で次のように変わる(「5案 」より,「国会 に対する報告」が第7
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条として挿入されたため,当 該規定は第8条 第2項 となる)。
2実 施要領は,国 際連合平和維持活動として実施 される国際平和協力
業務に関 しては,事 務総長又は派遣先国において事務総長の権限を行使す
る者が行 う指図と異ならない内容のものでなければな らない。
このうち 「と異な らない内容のものでなければならない」 について,「 原
案は文言一致まで求めているようによまれる」「真意は尊重にすぎぬ」 など
の意見が付され,「 に適合するように行うものとする」に書 き改めるよう指





とで,国 連司令官が 「任務遂行の妨害排除」のための武器使用を命 じたとき
に,隊 員はその 「指図」に従わず撤収できる法的根拠を設定 しようとしたの
である。(55)
これをさらに明確にす るために,9月12日 付 「8案」では,以 下のように
原案に手書きで書き加え られた(斜 字体下線の部分が内閣法制局による書き
足 しを示す。以下同じ)。
2実 施要領の作成及び変更は,国 際連合平和維持活動 として実施され





そ して,こ の書 き足 し部分 に矢印で 「9/140K」 と記 されて い る。 「前項
第6号 」の規定 とは,停 戦合意が破 られるな どの場合 の 「国際平和協力業務」
か らの撤収 を定 めてい る。 この修正 を施 した9月15日 付 「9案 」 で は,こ
の条文 の上方欄外 に 「9/15吉 沢1部 長 要求 ソー リ要求」 とあ り,以 下の
ように手書 きでの訂正 が加え られている。
2実 施要領の作成及び変更は,国 際連合平和維持活動 として実施 され




成立 した条文では,「規定する」が 「掲 げる」に訂正されている。
むす びにかえて
内閣法制局の仕事は新聞社や出版社に置かれている校閲部に似ている。校
閲部の役割はもちろん,文 字や表記の誤 りを事前にチェックし,正 しい文章
を読者 に提供することである。 しか し,活 字メディアが巨大であればあるほ
ど,そ この校閲部は本来の役割分担を乗 りこえて,「内な る憲兵」 として言
論規制の機能を果たしているという。㈹ 書いた記事について担当の編集者が
了解 して も,校 閲部が通 して くれなければ,そ の記事 は日の 目を見ない。
「校閲の規定」 という大義名分 によって,自 由な表現が圧殺される。
校閲部自体は小さな部署にすぎない。 しかし,小 さいだけに確実に 「校閲





法案の形式を整え,正 確な法文を国民に示すことである。 ところが,実 際に
は 「法体系の整合性」を盾に,そ の範囲内でしか政策選択を認めない。「論
理の積み重ね」を重視するあまり,解 釈の複数性に否定的である。 そして,
小さな機関であるために,審 査 ・解釈の基準はまった くぶれることなく受け
継がれてい く。
とりわけ,解 釈権の独占について阪田雅裕内閣法制次長は,「 われわれは
意見を述べる立場だが,法 令の解釈は,政 策判断のように,い くつかの選択
肢のどれを取 りますかということではなく,憲 法の趣 旨等を踏まえると,こ
のように解釈されますと。」(57,と述べている。
前述のPKO協 力法案の審議記録には,審 査の初期の段階では両論併記 さ
れた条文がいくつかあった〔田)。内閣法制局 とのやり取 りを通 じて,そ れは一








たとえば,国 土交通省が準備 している道路関係4公 団の民営化についての
法案は,政 府の 「道路関係四公団民営化推進委員会」 の最終報告(「 意見






関連 して,同 省の佐藤信秋道路局長による 「国会に通るような法案を出さ
なくてはならない」 との談話 も伝わっ・ている㈹。形だけの民営化に収めるア
リバイに,内 閣法制局の審査が持ち出されるのではあるまいか。





(1)本 稿は,2003年 度日本政治学会 ・研究会/分 科会A「 民主主義の機能不全」






「イギ リスの立法過程』(未 来社,1973年)102頁 。
フランスには,コ ンセイユ ・デタ(国 務院)と いう機関があり,政 府提出法
律案の審査あるいは法律問題に関する解釈の提示などを行 っている。 ドイツで
は,連 邦法務省第四局が政府提出法案の審査,憲 法解釈等に携わっている。ま





.(3)過 去5年 間の通常国会における法案の提出 ・成立状況(継 続審査を除く)は
以下のとお り。ただし,★ は当該同次での全提出件数中の内閣提出法案の比率
☆は当該同次での全成立件数中の内閣提出法案の比率。
第145回 内 閣 提 出法 案 提 出124成 立110成 立 率88.7%




第147回 内 閣 提 出 法 案 提 出97成 立90成 立 率92.8%
(2000.1.20-6.2)議員 立 法 提 出55成 立19成 立 率34.f%
★63.8%☆82.6%
第151回 内 閣提 出法 案 提 出99成 立92成 立 率92.9%
(2001.1.31-6.29)議員 立 法 提 出86成 立18成 立 率20.f%
★53.5%☆83.6%
第154回 内 閣 提 出法 案 提 出104成 立88成 立 率84.6%
(2002⊥21-7.31)議員 立 法 提 出69成 立13成 立 率18.8%
★60,1%☆87.1%
第156回 内 閣 提 出 法 案 提 出121成 立118成 立率97.5%





「国際法上,国 家は,集 団的自衛権,す なわち,自 国と密接な関係にある外
国に対する武力攻撃を,自 国が直接攻撃されていないにもかかわらず,実 力を
もつて阻止する権利を有 しているものとされている。
我が国が,国 際法上,こ のような集団的自衛権を有 していることは,主 権国
家である以上,当 然であるが,憲 法第九条の下において許容されている自衛権
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業は言語を絶する量に達 し…100問 を超える想定問答を作成」 し,参 拝後の国
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整 システムを,事 後的な司法システムへと変換 しようとするものである。この
カルチャーが法文化として定着するとき,内 閣法制局と各省庁の関係 も変わっ
ていくのではないだろうか。司法制度改革は意外に思わぬ効果をもたらすかも
しれない。
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